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準委員会(Intemational Accounting Standards Committee､以下｢IASC｣とい
ラ)から公表された､現行の引当金会計を規定する国際会計基準書第37号｢引
当金､偶発負債及び偶発資産｣ (ZDtematl'oDal Accountl'ng Standard No.37

























務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board:以下｢FASB｣とい
ラ)の概念フレームワーク共同プロジェクト1 (Financial Accounting





















































































































































































































産除去債務の会計処理｣ ( Statemez2t Of Fl'BaL2Cl'al AccouBtl'Bg StaBdarde
























































contingencies)､貸倒準備金(reserve for bad. debt8) ､減価償却準備金(reserve


















はその累計額(a provision or an accumulation of provisions for the loss or
declineinworthofana88et)｣とあり､具体的な例示として貸倒引当金や減価










































































































































EITF:Emergencies Issues Task Force(緊急問題諮問委員会)
ED:Exposure Draft(公開草案)







(International Financial Reporting Standard)であり､ IFRSと呼ばれる｡こ
れらIAS　とIFRS　という2つの基準書を総称したものが､国際財務報告基準








その後もIASB　によって　2003　年に表題を｢後発事象｣ (Events after the
Balance Sheet Date)､さらには　2007　年にIAS　第1号｢財務諸表の表示｣
(presentation of Financial Statements)により行われた用語の変更の結果､


















































































員給付｣ (htematl'oDal AccoLmtl'Dg StBDdard No. 19　LrEmployee Benefl'ts" )
と　SFAS第146号｢退出又は処分活動に関連する費用の会計処理｣ (Statement
of Fl'JIanCl'al AccoLl17tl'Hg Standards No. 146　　LrAccouDtl'Dg for Costs
Assocl'ated wl'th Exl't or Dl'sposal Actl'vl'tl'es")の統合であるo
これらの改訂作業の中で､IFRS第3号｢企業結合｣ (zntematl'oDalFl'nancl'GI




























































第　32　号｢金融商品:表示｣ rhtematl'oDal AccouHtl'Hg Standards No.32,















































































































































益類別蔓 i 引当金等の名称 ｩgｸ,ﾈﾋｸｻX,僖hｦﾒAS昏Jr引当金に関する論点の車理｣ 僮ASBrtAS.第37号改訂案j専_      
･認識あり (企業会計原則注解1.8卜,0 (その他の基準や実務上)-口 ﾉ)ｸ,,H*(.②負債(引当金)に該当するか 儿俐"hﾈ,ｹ9h+x.                
検討対象-0 他の基準で取り扱う-∩ eﾘ+x.蔦務当する-○     
(①～③に分類) 唳Dh,Rﾘ検討対象でない-X 傚彿9h+X,"ﾕ該当しない-X        
①貸倒引当金 X(評癌性引当金の除外串1) 浮X    
①修縛引当金.特別修繕引当金 飛○ 浮A   
②退職給付引当金一工事損失 ｲXｸｹu闖hｾ,h+X,BX(それぞれの会計基準による 0         
引当金,資産除去債務 佰ｲ慰磯hｧｩ>rﾈ¥ﾈｸ鞋)k*2)     
⑧単品保証引当金.売上割戻 引当金.塩品詞盤引当金 宙,"OL](収益認織プロジェクト との関連項削 ○    
②ポイント引当金 佰ｹ$ik,X,ﾈﾇh8*.○ Of       
②賞与引当金.工事補償引当 金.債務保証損失引当金. 税膏補償損失引当金 ｲ0 ｲ()     
②役員退職慰労引当金-.リスト ラクチャリング引当金 冶ik,X,ﾈﾇh8*.0 ⊂)        












































ら生じる収益｣ (ED Revenue liom CoBtraCte Wl'th CoutomeES)､さらには､
2011年11月の再公開草案｢顧客との契約から生じる収益｣ (A z･evl'61'oB Of



















































































































E 剿ﾄ9cxﾘeD未ﾘ5ｒ     IAS第19号f従菜毘給付ー 
露凝 I 辻時期また指鹿噺が不明密漁擬 俾ﾙ6雹ｸｯｸ､X,ﾈｹｹN   
極諌要件 引当金の欽定鮮寮 傅ｹxﾉ.刋排儂ﾈﾛ8ﾈｹ]員x,X*,,Bﾈ+ｸ,ﾉS虚業漁忘嶺蚤の帯象の轟真として､現在の債務- ｹｸ,ﾉ.宛/ｵh+ﾘ+X,H*つ              









t敬菰驚弼やむ観′ 常盈親疎砕心観 ﾉ6冦H.(-雍R貸席嚢凍母心戦 ﾘ鮭ｹｸ閇nﾂx-隰     






























































































































































































































































































者(Potentially Responsible Parties : P氏ps)に負担させること｡この潜
在的責任当事者は､連邦政府が投棄された場所の調査を行い決定する0
3 4藤井(2009,p.57.)
3 5 ｢包括的環境対処･補償･責任法(Comprehensive Environmental Response,
Compensation, and Liability Act: CERCLA)｣を､通称スーパーファン
ド法(Super fund Act)という｡












































































































4 2　rPTOPOSed Statement Of Fl'naHCl'81 AccouHtIDg StaDdaldsJ AccouDtl'Dg
fo1- Cez･taln Ll'abl'll'tl'es Related to Closure or Removal of Long-Ll'ved
Assets, May 1996j
4 3　rProposed Statement of Fl'JZanCl'81 AccouDtl'Dg StaDdaTdsJ AccoulZtl'Dg














































































































Accounting Concepts No. 7 〝UeI'Bg Cash Flow ZDfol･matloB and Present Value

































































































る会計処理-FASB SFAS第143号の解釈指針50｣ (以下､ ｢FIN第47号｣と
いう)を公表した｡















5 0　rFASB ZDterPretatl'oD No. 47(2005)　LrAccouDtl'Dg for CoDdl'tl'oDal Asset

































5 3　r Statement of Fl'DaDCl'31 AccouDtl'ng StaHdal-ds No. 157　LrFal'r vTalLle






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●      ●
産除去債務の会計処理として実際に検討された｢資産除去債務会計基準におけ






●     ●     ●     ■     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ■
建処理は｢資産除去債務会計基準における資産負債の両建処理｣ ､従来除去費









































































































●     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ■     ●     ●     ■     ●     ■
図表3-8における｢資産除去債務会計基準における資産負債両建処理｣




























































































































■     ■     ●     ■     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ●     ●
やはり資産除去債務の会計処理として｢資産除去債務会計基準における資産負



































































































負債性あり ???h,?R??蜥???②原子力発電施設解体引当金等 (費用など)×× 
(負債)×× 忠X俐(,r    
-資産負債の両建処理 坪初9hｾyﾒ   































































































































































































































































































































































































































































































































∴化て･L/}･..ヱ!. ,.･L.i: ･L Yt:ド





















































欧州統計局(Statistical Office of the European Communities)は､環境コ
ストからペナルティーコストはすべて除外すると考えるo　そのため欧州を拠点
















































































































蓋然性十 ｩ.)Eﾂ①環境負債 ｮ顏ｭI靼r③基準内整合         
測定可能性 ｸ,ﾈ-ﾒ名での整合 宙uD4"臈4):ﾂ(ⅠASB.FAS8内)      
ペナルティーコ ストに係る負債 ﾂ- ｲ○ 宙ﾒ      
(工AS37,SFAS5) 辻 
環境修復負債 ﾂ- ｲ○ ｲ²     (ⅠAS37,SFAS5 ,SOP96-1)  
資産除去債務 ?ﾂ????○ ?ｲ?(ⅠAS37) 着4d3C2ﾂhuHusCr    
電気.電子機器廃 棄物処理負債 ?ﾂ????○ ?ｲ?
(ⅠAS37,工FRⅠC6 ) 嫡e5C2ﾓ    











































































































名称 hｾ見積負債(estimated liability) hｾ&柳竰           




引当金に関する判 断規定 們k轌｢ｩgｸﾏiDh橙ﾇh齎ｺh橙FASBのEtFT D48,ﾈuDe(uD2         

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































AP.4D 冖8ﾈﾂ発生の可能性のある 発生の可能性の高い109)      








































































1 1 OfAS第37号改訂案(2005) pars,BC26,BC37,BC38,BC40,and BC48,より
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ち..._ ellt /求_i 秦 蹌     
A.～一 ■ i:.:tJ i.十 菜.1 甲.. 堤 蚤 ･IT_' I 栄 罎耳."r痔ﾂFﾂﾆﾂ$｢               

































一方費用計上額は､ 1-4年目(30)､ 5年目(5)､ 6-10年(25)となる｡
この処理は､本来資本的支出により資産計上される額を取得時以降1-5年目
に修繕引当金繰入として10ずつ費用計上するため､ 5年目に修繕引当金戻入
(仕訳処理Y)が生じ､期間損益計算を著しく損ねる可能性がある｡
以上政岡(2008)のケース3の考察及び筆者のケース4の考察は､いずれも
資本的支出と修繕費の問題を除去費用の問題に置き換えることが容易でないこ
とを示すo
すなわち資本的支出25が設備として計上されるのは5年目末でないと｢会
計理論と会計基準の整合性｣が保たれていないため､矛盾が生じるのである｡
よって､一連の考察から有形固定資産の取得後支出を一括して区分すること
は非常に困難で､いくつかの会計処理に分けて行うことが適切であることが証
明されたといえよう｡
194
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これからもこの論文の完成に甘んじることなく､先生の教えを守り､研究者としてより
一層湛進していく所存です｡今後ともご指導､ご鞭棒賜りますようお願い申し上げます｡
また博士論文の中間発表において貴重なご意見をいただきました商学部の先生方､また
学会発表においてこの研究の道筋をつけていただいた先生方､本当にありがとうございま
した｡先生方から頂いたものが､少なからずこの博士論文の其処此処に反映できていれば
幸いと願う次第です｡
そして明治大学の会計専門職大学院において教育補助講師として働くきっかけをくださ
った佐藤信彦教授､また論文完成まで何度もくじけそうになった私を激励してくださった
吉村.孝司教授､秋坂朝則教授､また日々財務会計に関する議論を交わした教育補助講師の
小阪敬志先生(現日本大学法学部助教)､宮島裕先生､板橋雄大先生にも､この場をお借り
いたしましてお礼申し上げます｡
最後に､何よりもこの学究生活に入るという私の我億を許し､ささえてくれた家族に感
謝致します｡
2012年9月
松本徹
